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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成22年度
第１四半期連結
累計期間

平成23年度
第１四半期連結
累計期間

平成22年度

 

(自平成22年
４月１日

至平成22年
６月30日)

(自平成23年
４月１日

至平成23年
６月30日)

(自平成22年
４月１日

至平成23年
３月31日)

経常収益 百万円 13,776 14,442 52,988

経常利益 百万円 2,301 2,980 7,617

四半期純利益 百万円 2,442 1,698 ―

当期純利益 百万円 ― ― 6,867

四半期包括利益 百万円 3,235 2,768 ―

包括利益 百万円 ― ― 6,085

純資産額 百万円 116,980 120,735 119,292

総資産額 百万円 2,433,7892,488,1562,391,654

１株当たり四半期純利益
金額

円 13.76 9.60 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― 38.71

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 4.76 4.78 4.91

 
(注) １．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記

載しております。

　　　 ３．平成22年度第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計　　　　 基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．平成22年度第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式を調整した計算に

より１株当たり四半期純利益金額は減少しないので、記載しておりません。また、平成23年度第１四半期連結累計期間

の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成22年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容について
は、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当行及び連結子会社の「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)業績の状況

経常収益は、貸出金利息等が減少しましたが、国債等債券売却益が増加したこと及び「金融商品会計に関す

る実務指針」の改正に伴い従来特別利益に計上していた貸倒引当金戻入益等をその他経常収益に計上したこ

となどにより、前年同期比６億65百万円増加し、144億42百万円となりました。

経常費用は、預金利息の減少等により、前年同期比13百万円減少し、114億61百万円となりました。

以上の結果、経常利益は、前年同期比６億79百万円増加し、29億80百万円となりました。

四半期純利益は前年同期比７億43百万円減少し、16億98百万円となりました。

調達面では、譲渡性を含む預金が前連結会計年度末比972億36百万円増加し、２兆2,689億99百万円となりま

した。

運用面では、貸出金が前連結会計年度末比184億５百万円減少し、１兆2,550億64百万円となり、有価証券が

前連結会計年度末比45億50百万円増加し、9,353億46百万円となりました。

総資産は、前連結会計年度末比965億２百万円増加し、２兆4,881億56百万円となりました。

セグメントごとの業績（内部取引控除前）は次のとおりであります。

　　①銀行業

経常収益は前年同期比７億52百万円増加し、127億80百万円となり、セグメント利益は前年同期比６

億16百万円増加し、28億２百万円となりました。

　　②リース業

経常収益は前年同期比32百万円減少し、16億42百万円となり、セグメント利益は前年同期比22百万円

増加し、１億３百万円となりました。

　　③保証業

経常収益は前年同期比６百万円増加し、１億69百万円となり、セグメント利益は前年同期比72百万円

増加し、１億15百万円となりました。

　　④その他

その他の主なものは、クレジットカード業等であります。経常収益は前年同期比31百万円増加し、８

億１百万円となり、セグメント利益は前年同期比48百万円増加し、59百万円となりました。
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国内・国際別収支

　　 ①　国内業務部門

　　　　 資金運用収支は、資金運用収益の減少が資金調達費用の減少を上回ったことから、前第１四半期連結累計期間

比４億73百万円の減少となりました。役務取引等収支は、役務取引等収益が減少し、役務取引等費用が増加し

たことから、前第１四半期連結累計期間比１億74百万円の減少となりました。その他業務収支は、その他業務

収益の増加がその他業務費用の増加を上回ったことから、前第１四半期連結累計期間比10億36百万円の増加

となりました。

②　国際業務部門

　　資金運用収支は、資金運用収益の減少を資金調達費用の減少が上回ったことから、前第１四半期連結累計期

間比６百万円の増加となりました。役務取引等収支は、役務取引等収益が増加し、役務取引等費用がほぼ変わ

らなかったことから、前第１四半期連結累計期間比２百万円の増加となりました。その他業務収支は、その他

業務収益の増加をその他業務費用の増加が上回ったことから、前第１四半期連結累計期間比19百万円の減少

となりました。

　　　

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 8,474 285  ― 8,759

当第１四半期連結累計期間 8,000 292  ― 8,292

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 9,327 356 30 9,652

当第１四半期連結累計期間 8,619 347 16 8,949

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 852 70 30 893

当第１四半期連結累計期間 618 55 16 656

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,229 10  ― 1,239

当第１四半期連結累計期間 1,054 12  ― 1,067

　うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,836 19  ― 1,856

当第１四半期連結累計期間 1,670 21  ― 1,692

　うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 607 9  ― 616

当第１四半期連結累計期間 615 9  ― 624

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 1,771 102  ― 1,874

当第１四半期連結累計期間 2,807 83  ― 2,891

　うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 2,024 102  ― 2,127

当第１四半期連結累計期間 3,106 114  ― 3,220

　うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 253  ―  ― 253

当第１四半期連結累計期間 298  31  ― 329

(注) １．「国内」とは、当行の円建取引及び子会社であります。

２．「国際」とは、当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は「国際」に

含めております。

３．資金運用収益及び資金調達費用の相殺消去額は、国内と国際の間の資金貸借の利息であります。

　　　 ４．資金調達費用は金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。
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国内・国際別役務取引の状況
　　 ①　国内業務部門
　　　　 役務取引等収益は、前第１四半期連結累計期間比１億65百万円減少し、16億70百万円となりました。一方、役務

取引等費用は、前第１四半期連結累計期間比８百万円増加し、６億15百万円となりました。
②　国際業務部門
　　役務取引等収益は、前第１四半期連結累計期間比１百万円増加し、21百万円となりました。一方、役務取引等
費用は、前第１四半期連結累計期間比ほぼ変わらず、９百万円となりました。

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,836 19  ― 1,856

当第１四半期連結累計期間 1,670 21  ― 1,692

　うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 475 ― ― 475

当第１四半期連結累計期間 310 ― ― 310

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 641 17  ― 659

当第１四半期連結累計期間 605 17  ― 622

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 264 ― ― 264

当第１四半期連結累計期間 291 ― ― 291

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 299 ― ― 299

当第１四半期連結累計期間 300 ― ― 300

　うち保護預り・
貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0

当第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 154 2  ― 156

当第１四半期連結累計期間 162 3  ― 166

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 607 9  ― 616

当第１四半期連結累計期間 615 9  ― 624

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 128 8  ― 136

当第１四半期連結累計期間 129 8  ― 138

(注) １．「国内」とは、当行の円建取引及び子会社であります。

　　 ２．「国際」とは、当行の外貨建取引であります。 

 

国内・国際別預金残高の状況
○　預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 2,092,9837,657  ― 2,100,641

当第１四半期連結会計期間 2,140,4948,537  ― 2,149,032

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 1,161,875― ― 1,161,875

当第１四半期連結会計期間 1,202,239― ― 1,202,239

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 909,640― ― 909,640

当第１四半期連結会計期間 919,117― ― 919,117

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 21,467 7,657  ― 29,125

当第１四半期連結会計期間 19,137 8,537  ― 27,674

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 116,282― ― 116,282

当第１四半期連結会計期間 119,967― ― 119,967

総合計
前第１四半期連結会計期間 2,209,2657,657  ― 2,216,923

当第１四半期連結会計期間 2,260,4618,537  ― 2,268,999

(注) １．「国内」とは、当行の円建取引及び子会社であります。

２．「国際」とは、当行の外貨建取引であります。

３．預金の区分は、次のとおりであります。

①流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

②定期性預金＝定期預金

　　　　　 ③その他は、上記①、②以外の預金
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国内・国際別貸出金残高の状況
○　業種別貸出状況(残高・構成比)

業種別
平成22年6月30日 平成23年6月30日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
1,293,435100.00 1,255,064100.00(除く特別国際金融取引勘定

分)

　製造業 115,382 8.92 109,032 8.69

　農業、林業 6,835 0.53 6,557 0.52

　漁業 7,070 0.55 6,561 0.52

　鉱業、採石業、砂利採取業 2,481 0.19 554 0.05

　建設業 30,232 2.34 27,989 2.23

　電気・ガス・熱供給・水道
業

10,868 0.84 12,348 0.99

　情報通信業 7,010 0.54 7,351 0.59

　運輸業、郵便業 36,303 2.81 31,652 2.52

　卸売業、小売業 172,277 13.32 165,667 13.20

　金融業、保険業 17,522 1.35 21,251 1.69

　不動産業、物品賃貸業 134,857 10.43 127,516 10.16

　宿泊業、飲食業 20,172 1.56 20,558 1.64

　生活関連サービス業、娯楽業 60,429 4.67 49,364 3.93

　医療、福祉 84,605 6.54 87,769 6.99

　地方公共団体 201,111 15.55 200,942 16.01

　その他 386,269 29.86 379,943 30.27

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 1,293,435          ― 1,255,064          ―

(注) 「国内」とは、当行及び子会社であります。

 

(２)対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題についての重要な変更や新たな発
生はありません。

 

(３)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 410,000,000

計 410,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 180,717,119180,717,119
東京証券取引所
市場第一部
福岡証券取引所

株主としての権利内容に制限の
ない当行における標準となる株
式であります。
単元株式数は1,000株でありま
す。

計 180,717,119180,717,119― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　　　　 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

 

  (4) 【ライツプランの内容】

　　 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 180,717 ― 24,404,616 ― 19,914,218

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま
せんので、直前の基準日である平成23年３月31日現在で記載しております。
 
① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式    3,332,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式
単元株式数は1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式  175,813,000175,811 同上

単元未満株式 普通株式    1,572,119― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 180,717,119― ―

総株主の議決権 ― 175,811 ―

(注) １．上記の「単元未満株式」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の失念株式が、800株含まれており

ますが、「議決権の数」の欄には含まれておりません。

２．株主名簿上は当行名義となっており実質的に所有していない株式が2,000株ありますが、「議決権の数」の欄には含

まれておりません。

３．上記の「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当行所有の自己株式963株が含まれております。

 

② 【自己株式等】
平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社十八銀行

長崎県長崎市銅座町１番11号 3,332,000― 3,332,0001.84

計 ― 3,332,000― 3,332,0001.84

　
２ 【役員の状況】

 

(1) 取締役の状況

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、取締役の異動はありません。
 

(2) 執行役の状況

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、執行役の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施

行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　

至平成23年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

現金預け金 115,032 73,806

コールローン及び買入手形 － 152,900

買入金銭債権 1,713 1,283

商品有価証券 93 136

金銭の信託 5,000 4,994

有価証券 ※2
 930,795

※2
 935,346

貸出金 ※1
 1,273,470

※1
 1,255,064

外国為替 3,785 1,892

リース債権及びリース投資資産 12,547 12,429

その他資産 ※1
 9,098

※1
 11,064

有形固定資産 38,814 38,551

無形固定資産 4,750 4,511

繰延税金資産 13,387 11,870

支払承諾見返 ※2
 9,284

※2
 10,034

貸倒引当金 △26,120 △25,729

資産の部合計 2,391,654 2,488,156

負債の部

預金 2,104,651 2,149,032

譲渡性預金 67,111 119,967

コールマネー及び売渡手形 10,809 5,651

債券貸借取引受入担保金 12,701 14,910

借用金 22,261 22,239

外国為替 58 46

社債 8,000 8,000

その他負債 18,189 18,441

役員賞与引当金 70 －

退職給付引当金 9,553 9,545

偶発損失引当金 1,557 1,457

睡眠預金払戻損失引当金 242 248

利息返還損失引当金 186 186

繰延税金負債 0 0

再評価に係る繰延税金負債 7,680 7,659

支払承諾 ※2
 9,284

※2
 10,034

負債の部合計 2,272,361 2,367,421

純資産の部

資本金 24,404 24,404

資本剰余金 20,276 20,276

利益剰余金 61,829 62,672

自己株式 △1,545 △1,979

株主資本合計 104,965 105,373

その他有価証券評価差額金 3,830 4,770

繰延ヘッジ損益 △791 △772

土地再評価差額金 9,641 9,610

その他の包括利益累計額合計 12,679 13,607

少数株主持分 1,647 1,753

純資産の部合計 119,292 120,735

負債及び純資産の部合計 2,391,654 2,488,156
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

経常収益 13,776 14,442

資金運用収益 9,652 8,949

（うち貸出金利息） 6,631 5,961

（うち有価証券利息配当金） 2,983 2,929

役務取引等収益 1,856 1,692

その他業務収益 2,127 3,220

その他経常収益 140 ※1
 579

経常費用 11,475 11,461

資金調達費用 893 656

（うち預金利息） 573 355

役務取引等費用 616 624

その他業務費用 ※2
 253

※2
 329

営業経費 8,706 8,515

その他経常費用 ※3
 1,006

※3
 1,335

経常利益 2,301 2,980

特別利益 1,854 －

償却債権取立益 190 －

貸倒引当金戻入益 1,664 －

特別損失 182 2

固定資産処分損 12 2

減損損失 170 －

税金等調整前四半期純利益 3,973 2,978

法人税、住民税及び事業税 9 323

法人税等調整額 1,461 845

法人税等合計 1,470 1,168

少数株主損益調整前四半期純利益 2,502 1,809

少数株主利益 60 110

四半期純利益 2,442 1,698
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,502 1,809

その他の包括利益 732 959

その他有価証券評価差額金 898 940

繰延ヘッジ損益 △166 19

四半期包括利益 3,235 2,768

親会社株主に係る四半期包括利益 3,175 2,657

少数株主に係る四半期包括利益 60 110
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
該当事項はありません。

 

【追加情報】
 

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日)

　　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日）を適用しております。

　　なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当第１

四半期連結累計期間の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取立益」は、「その他経常収益」に計上しておりま

すが、前第１四半期連結累計期間については遡及処理を行っておりません。

 

【注記事項】
(四半期連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度

(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日)

※１．貸出金及びその他資産のうち、リスク管理債権は

以下のとおりであります。

破綻先債権額 1,504百万円

延滞債権額 39,633百万円

３ヵ月以上延滞債権額 224百万円

貸出条件緩和債権額 8,510百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１．貸出金及びその他資産のうち、リスク管理債権は

以下のとおりであります。

破綻先債権額 1,267百万円

延滞債権額 39,104百万円

３ヵ月以上延滞債権額 30百万円

貸出条件緩和債権額 8,776百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

　（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は1,872百万円であります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

　（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は1,768百万円であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)
 

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日)

――― ※１．その他経常収益には、貸倒引当金戻入益380百万

円、償却債権取立益120百万円を含んでおります。

※２．その他業務費用には、国債等債券償還損167百万円

を含んでおります。

※３．その他経常費用には、株式等償却873百万円を含ん

でおります。

※２．その他業務費用には、国債等債券売買損198百万円

を含んでおります。

※３．その他経常費用には、株式等償却806百万円を含ん

でおります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半
期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

  至　平成23年６月30日)

減価償却費　　776百万円 減価償却費　　761百万円
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(株主資本等関係)
 
Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）
 

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 798 4.50平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの
 
該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）
 

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 886 5.00平成23年３月31日平成23年６月24日利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの
 
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

 

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連

結損益計

算書計上

額
銀行業 リース業 保証業 計

経常収益         

　外部顧客に対する

　経常収益
11,8651,555 140 13,561215 13,776 ― 13,776

　セグメント間の

内部経常収益
163 119 22 306 554 861 △861 ―

計 12,0281,675 163 13,867770 14,637△861 13,776

セグメント利益 2,185 81 43 2,310 10 2,321△19 2,301

 
 

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業等を含んでお

ります。

　　　 ３．セグメント利益の調整額△19百万円は、セグメント間取引の消去等であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連

結損益計

算書計上

額
銀行業 リース業 保証業 計

経常収益         

　外部顧客に対する

　経常収益
12,6201,459 145 14,224246 14,471△28 14,442

　セグメント間の

内部経常収益
160 183 24 367 555 923 △923 ―

計 12,7801,642 169 14,592801 15,394△952 14,442

セグメント利益 2,802 103 115 3,022 59 3,081△100 2,980

 
 

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業等を含んでお

ります。

　　　 ３．セグメント利益の調整額△100百万円は、セグメント間取引の消去等であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

 
Ⅰ　前連結会計年度
 
１．満期保有目的の債券(平成23年３月31日現在)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 52,218 54,348 2,130

地方債 ― ― ―

短期社債 ― ― ―

社債 38,497 39,533 1,035

その他 ― ― ―

合計 90,715 93,881 3,165

 

２．その他有価証券 (平成23年３月31日現在)
 

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 29,241 25,022 △4,218

債券 705,039 715,912 10,873

　国債 434,536 441,693 7,156

　地方債 149,658 152,914 3,255

　短期社債 ― ― ―

　社債 120,843 121,305 461

その他 97,423 97,198 △225

外国債券 85,704 86,372 668

その他 11,719 10,825 △893

合計 831,703 838,133 6,429
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Ⅱ　当第１四半期連結会計期間
 

※　企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。
 

１．満期保有目的の債券(平成23年６月30日現在)
 

 
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 52,248 55,278 3,030

地方債 ― ― ―

短期社債 ― ― ―

社債 36,313 37,582 1,268

その他 ― ― ―

合計 88,561 92,860 4,298

(注) 　時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

 

２．その他有価証券 (平成23年６月30日現在)
 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 27,057 22,970 △4,087

債券 729,488 741,298 11,809

　国債 475,024 482,238 7,214

　地方債 141,173 145,197 4,023

　短期社債 ― ― ―

　社債 113,291 113,862 571

その他 80,352 80,638 286

外国債券 70,040 71,228 1,187

その他 10,312 9,410 △901

合計 836,899 844,907 8,007

 
(注) １．四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。

　　 ２．変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、当第１四半期連結会計期間末において引き続

き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断した銘柄については、合理的に算定された価額により評価して

おります。

これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」が1,870百万円、

「その他有価証券評価差額金」は1,114百万円それぞれ増加しております。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、当行から独立した複数の証券会社により呈示されたものであり、

一般に広く普及している理論値モデル（国債の利回り等から推計した将来発生するキャッシュ・フローを現在

価値に割り引く一般的な理論値モデル）を使用して算定されております。なお、主な価格決定変数は、国債の利回

り及び金利スワップションのボラティリティであります。

３．その他有価証券で時価のあるものについては、①時価が取得原価に比べて50％以上下落している場合、又は、②

時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落している場合で、有価証券発行会社の財務状況や過去の時価の推

移等を勘案し、時価の回復可能性があると認められる場合を除き、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価額

とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）してお

ります。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、803百万円（うち株式803百万円）であります。
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 (金銭の信託関係)

 

Ⅰ　前連結会計年度

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

 

２．その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

 

２．その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

 

Ⅰ　前連結会計年度

 
(1) 金利関連取引(平成23年３月31日現在)

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 15,000 △924 38

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ― △924 38

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　　　

(2) 通貨関連取引(平成23年３月31日現在)
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ―

為替予約 16,298 △301 △301

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ― △301 △301

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもの

で当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上

消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

(3) 株式関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

 

(4) 債券関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

 

(5) 商品関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

 

(6) クレジット・デリバティブ取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

 

※　企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。
 

(1) 金利関連取引(平成23年６月30日現在)
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 15,000 △1,000 △113

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ― △1,000 △113

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

 

(2) 通貨関連取引(平成23年６月30日現在)
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ―

為替予約 9,455 150 150

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ― 150 150

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもの

で当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結

手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

(3) 株式関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

 

(4) 債券関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

 

(5) 商品関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

 

(6) クレジット・デリバティブ取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
 至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 円 13.76 9.60

（算定上の基礎）    

　四半期純利益 百万円 2,442 1,698

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,442 1,698

　普通株式の期中平均株式数 千株 177,407 176,840

 
(注) 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式を調整した計算により１

株当たり四半期純利益金額は減少しないので、記載しておりません。また、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成23年８月10日

株式会社十八銀行

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　飯　　田　　浩　　司　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　村　　松　　啓　　輔　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社十八銀行の平成
23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる四

半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社十八銀行及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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